
序

補助金改革、地方交付税改革及び税源移譲を

含む税源配分の見直しの「国と地方」の改革に

ついては、「地方にできることは地方に」との

考え方の下、「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針2003」（平成15年６月27日閣議決定。

以下、「基本方針2003」という。）に示された方

針等に基づき、着実に進めていくこととしてい

る。このうち、地方交付税改革については、フ

ァイナンス460号（2003年３月号）で述べたの

で、本号では、地方向け補助金等の改革と、そ

れに伴う税源移譲等を中心に、平成16年度予算

における「国と地方」の改革の取り組みを述べ

ることとしたい。

１． 地方向け補助金等の改革

国と地方」の改革を進めていくに当たって

は、①地方にできることは地方で、権限も責任

も持ってやっていただくとともに、②国・地方

ともに非常に厳しい状況の下で、地方の自立を

支える財政基盤の構築のため、国・地方全体の

スリム化も併せて推進していくことが求められ

ている中、地方向け補助金等の改革については、

「基本方針2003」において、平成18年度までに、

「国庫補助負担金等整理合理化方針」（「基本方

針2003」別紙）に掲げる措置及びスケジュール

に基づき、事務事業の徹底的な見直しを行いつ

つ、概ね４兆円程度を目途に廃止、縮減等の改

革を行うこととされている。

＜経済財政運営と構造改革に関する

基本方針2003（抄）＞

Ⅱ．構造改革への具体的な取組み

６．「国と地方」の改革

(２）三位一体の改革の具体的な改革

工程

① 国庫補助負担金の改革

地方の権限と責任を大幅に拡大す

るとともに、国・地方を通じた行政

のスリム化を図る観点から、「自助

と自律」にふさわしい国と地方の役

割分担に応じた事務事業及び国庫補

助負担金のあり方の抜本的な見直し

を行う。

このため、「改革と展望」の期間

（当初策定時の期間で平成18年度ま

でをいう。以下、「６．『国と地方』

の改革」において同じ。）において、

別紙２の「国庫補助負担金等整理合

理化方針」に掲げる措置及びスケジ

ュールに基づき、事務事業の徹底的

な見直しを行いつつ、国庫補助負担

金については、広範な検討を更に進

め、概ね４兆円程度を目途に廃止、

縮減等の改革を行う。その際、国・

地方を通じた行財政の効率化・合理

化を強力に進めることにより、公共

事業関係の国庫補助負担金等につい

ても改革する。

主計局主計企画官

中川 真

補助金改革と税源移譲等
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これまで、平成15年度予算において、改革の

芽出しとして、5,625億円の補助金改革を行っ

たところであり、平成16年度予算においては、

「基本方針2003」のほか、「１兆円をめざして

国庫補助負担金の廃止、縮減等を行うほか、税

源移譲についても16年度に確実に行う」との総

理指示（平成15年11月21日閣僚懇）も踏まえ、

10,313億円の改革を実施した。なお、「１兆円」

の補助金改革を実施する一方で、医療・介護・

福祉等の社会保障関係経費の大幅な増加等によ

り、地方向け補助金等の総額は、対前年度で若

干増加（＋368億円）した。（地方向け補助金等

の全体像については、別表１を参照）

以下、平成16年度予算における補助金改革に

ついて、（１）「基本方針2003」における「重点

項目」、（２）公共事業関係の補助金等、（３）

奨励的補助金、（４）一般財源化の推進の順で、

述べることとしたい。

(１）「基本方針2003」における「重点項目」の

改革

義務教育費国庫負担制度については、教職員

の給与水準や配置に関する都道府県の裁量の余

地が極めて乏しい現行制度を改め、その全体に

ついて新たに「総額裁量制」を導入することと

した。この「総額裁量制」の下においては、都

道府県の創意工夫に基づく国庫負担金の融通が

容易になるため、教職員の給与・配置の在り方

に関する都道府県の自由度が拡大することが期

待される。また、少人数指導のために措置され

る加配教員を、都道府県の自主的な選択によっ

(別表１) 地方向け補助金等（一般会計＋特別会計）
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て、少人数学級を編成する場合にも柔軟に活用

すること等を可能にする加配措置の弾力化を行

った。さらに、義務教育費国庫負担金のうち、

退職手当・児童手当を一般財源化し、将来の税

源移譲までの暫定措置として、特例的な交付金

（2,309億円）により財源措置を講じることと

した。

農業委員会・改良普及事業については、地方

の裁量を拡大する観点から、農業委員会の必置

基準の見直し、委員定数の下限の廃止、普及セ

ンターの必置規制の廃止、普及手当支給の上限

規定の廃止等の制度改正を行うこととした（第

159回通常国会に法律改正案を提出）。また、交

付金については、今後３年間（16年度～18年

度）において、組織のスリム化に沿って計画的

に２割程度の縮減を行うこととした（16年度は、

▲28億円（▲6.9％））。

交通安全対策特別交付金については、国の関

与を縮減する観点から、道路交通法の国に対す

る交付金の返還規定及び国の交付金用途等の報

告徴収規定を廃止することとした。また、放置

違法駐車につき車両の使用者に課す行政罰を新

設し、この行政罰に係る制裁金は地方の財源と

することとした（第159回通常国会に法律改正

案を提出）。

なお、「基本方針2003」の別紙「国庫補助負

担金等整理合理化方針」における「重点項目の

改革工程」は、下記の事項により構成されてい

る。

＜重点項目（骨子）＞

【社会保障】

○ 新しい児童育成のための体制の整備

○ 保健所長医師資格要件の廃止

○ 保険制度、サービス水準の見直し

【教育・文化】

○ 義務教育費国庫負担金制度、教員給与

の一律優遇の見直し

○ 学級編成の基準の設定権限等の県から

市への権限移譲

【公共事業】

○ 地方道路整備臨時交付金の運用改善

○ 市町村事業等に係る国庫補助負担事業

の原則廃止・縮減

○ 事業主体としての国と地方の役割分担

の明確化

【産業振興その他】

○ 農業委員会・改良普及事業

○ 交通安全対策特別交付金の見直し

(２）公共事業関係の補助金等

公共事業関係の補助金等については、一般会

計・特別会計の合計額（地方道路整備臨時交付

金を除く）で、▲4,527億円（昨年度は、▲

2,625億円）の削減を実現した。公共事業関係

の補助金等のスリム化については、概算要求基

準で公共投資関係費が▲３％とされたことを考

慮しつつ、これに加え、「１兆円」を目指した

更なる取組みを実施した。この他、補助金改革

としては、「まちづくり交付金」の創設、いわ

ゆる「少額補助金」の廃止及び採択基準の引き

上げ等の改革を行った。以下、この順で具体的

に述べていくこととする。

まず、市町村の自主性・裁量性を最大限追求

し、「全国都市再生（稚内から石垣まで）」を支

援するため、市町村が実施する中心市街地の再

開発等の「まちづくり事業」に対する「まちづ

くり交付金」（1,330億円）を創設した。「まち

づくり交付金」は、①対象事業を道路、公園、

下水道、市街地再開発、公営住宅等の国土交通

省所管施設に限定されず、市町村の自由な提案

により追加可能であるほか、②地方の使い勝手

の大幅な向上や③国の詳細な事前関与を廃止し、

事後評価に重点を移すなど従来の補助金とは全

く異なる助成制度である。

次に、いわゆる「少額補助金」については、

交付に係る事務手続・費用と比 して十分な効
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果があるか、補助金として存続の必要性がある

か等の観点から重点的に見直しを行い、意義が

薄いと考えられるものを廃止することとした。

具体的には、住宅宅地関連公共公益施設整備事

業助成金や田園居住区整備事業費補助などを廃

止することとした。

さらに、採択基準の引上げ等については、一

般国道、地方道補助のうち一定の舗装補修事業

を廃止するとともに、地方道の橋梁補修事業

（2千万円、１億円→1.5億円）や都市公園事業

（市町村）（１億円→２億円）などに関して採

択基準を引き上げることとした。

(３）奨励的補助金

奨励的補助金については、昨年度（▲1,883

億円）を大幅に上回る▲2,639億円を削減した。

これは、概算要求基準による削減目標（国庫補

助金のうち、公共投資関係費及び裁量的経費に

区分されるものについては、対前年度▲５％を

目指す）に加え、「１兆円」を目指した更なる

取組みとして、大幅な削減（▲12.7％に相当）

を行ったことによる。

平成16年度予算の概算要求に当たっての

基本的な方針について（抄）>

３．（４）

② 地方公共団体に対し交付される補助

金等のうち、国庫補助金であって公共

投資関係費又は裁量的経費に区分され

るものについては、予算編成過程にお

いて、前年度当初予算における額に対

し、その100分の５に相当する額の削

減を目指す。

(４）一般財源化の推進

地方が自主性をもって事業に取り組めるよう、

廃止する国庫補助負担金の対象事業の中で引き

続き地方が主体となって実施する必要があるも

のについて、一般財源化を推進することとした。

これにより、地方が自らの支出を自らの権限、

責任、財源で賄う割合が高まり、地方の自由度

が広がるとともに、地方分権型社会の基盤の確

立につながると考えられる。

平成16年度においては、例えば、義務教育費

国庫負担金のうち退職手当等（前述）（2,309億

円）、児童保護費等負担金（うち公立保育所運

営費、1,661億円）、介護保険事務費交付金

（305億円）など、総額4,749億円の一般財源化

を実現した。なお、平成16年度において一般財

源化した補助金は、別表２に掲げるとおりであ

る。

また、文部科学省及び厚生労働省関係の補助

金等の改革については、三位一体の改革に関す

る政府・与党協議会（平成15年12月）において、

以下のように合意されている。

文部科学省関係

○ 義務教育費に係る経費負担の在り方に

ついては、現在進められている教育改革

の中で中央教育審議会において義務教育

制度の在り方の一環として検討を行い、

これも踏まえつつ、平成18年度末までに

国庫負担金全額の一般財源化について所

要の検討を行う。

○ 退職手当等については、今後、その額

が大きく変動することが見込まれること

等から、税源移譲予定交付金を設け税源

移譲までの各年度の退職手当等の支給に

必要な額を確保し、地方の財政運営に支

障が生じないよう暫定的に財源措置を講

じる。なお、税源移譲の時期は国庫負担

金全額の一般財源化の検討等も踏まえつ

つ判断する。

※ 税源移譲予定交付金は、人口等で地

方団体に配分する。
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○ 学校事務職員分に係る取り扱いについ

ては、上記の国庫負担金全額の一般財源

化について所要の検討を行う中で結論を

得る。

厚生労働省関係

○ 公立保育所に係る児童保護費等負担金

を一般財源化する。

※ 公立保育所については、地方自治体

が自らその責任に基づいて設置してい

ることにかんがみ一般財源化を図るも

のであり、民間保育所に関する国の負

担については、今後とも引き続き国が

責任を持って行うものとする。

○ 生活保護費負担金の見直しについては、

自治体の自主性、独自性を生かし、民間

の力も活用した自立・就労支援の推進、

事務執行体制の整備、給付の在り方、国

と地方の役割・費用負担等について、地

方団体関係者等と協議しつつ、検討を行

い、その結果に基づいて平成17年度に実

施する。

(５）統合補助金化の推進

地方の裁量を高める観点から、「国が箇所付

けしない」ことを基本として、①事業箇所・内

容を地方が主体的に定めることができる、②複

数事業を一体的かつ主体的に実施できるものと

して、統合補助金化を積極的に推進した。

全体の補助金等を縮減する中で、住宅市街地

基盤整備統合補助事業（767億円）や統合河川

整備事業（201億円）などを統合補助金化し、

新規件数（昨年度８件、799億円）を増加した

（新規10件、1,583億円）。なお、平成16年度に

おける新規統合補助金は、以下に掲げるとおり

である。

(別表２）平成16年度 国庫補助負担金の

一般財源化 （単位：億円)

省庁名 項 目 影響額

総務省 公営地下高速鉄道事業助成金 11

総務省 明るい選挙推進費交付金 ３

総務省

消防防災設備整備費補助金（うち防

災無線及び高機能情報通信対応防災

無線（公共施設付帯部分）、降雨情

報等収集分析装置）

１

外務省
政府開発援助海外技術協力推進地方

公共団体補助金
６

文部科学省
義務教育費国庫負担金（うち退職手

当及び児童手当）（注１）
2,200

文部科学省
公立養護学校教育費国庫負担金（う

ち退職手当及び児童手当）（注１）
108

文部科学省
教員研修事業費等補助金（うち初任

者研修の非常勤講師配置事業等）
39

文部科学省

地域・家庭教育力活性化推進事業費

補助金（うち人権教育促進事業、学

習拠点施設情報化等推進事業）

20

文部科学省 情報教育等設備整備費補助金 ７

厚生労働省
児童保護費等負担金（うち公立保育

所運営費）
1,661

厚生労働省 介護保険事務費交付金 305

厚生労働省 軽費老人ホーム事務費補助金 167

厚生労働省 市町村事務取扱交付金（児童手当） 87(注２)

厚生労働省
在宅福祉事業費補助金（うち生きが

い活動支援通所事業）
50

厚生労働省 事務取扱交付金（児童扶養手当） 22

厚生労働省
療養給付費等負担金（うち事務費負

担金）
12

厚生労働省
医療施設運営費等補助金（うち在宅

当番・救急医療情報提供実施費等）
９

厚生労働省

医療関係者養成確保対策費等補助金

（うち看護師等修学資金貸与費（公

立分））

６

厚生労働省

疾病予防対策事業費等補助金（うち

精神保健対策費、地域保健医療協議

会等経費）

３

農林水産省
植物防疫事業交付金（うち職員設置

費）
６

農林水産省
漁業調整委員会等交付金（うち職員

設置費）
２

経済産業省 地域再生産業集積対策事業費補助金 ２

国土交通省 土地利用規制等対策費交付金 20

合 計 (端数処理の結果、単純合計と合計欄の数

値とは一致しない）
4,749

（注１） 将来の税源移譲までの暫定措置

（注２） 配偶者特別控除の廃止に伴う増収により対応

ファイナンス 2004．5

補助金改革と税源移譲等
(国と地方」の改革)

41



＜16年度新規統合補助金＞

○ 公共事業分野

・住宅市街地基盤整備統合補助事業

767億円

・住宅市街地統合整備統合補助事業

466億円

・統合河川整備事業 201億円

・緑地環境整備総合支援事業 50億円

・フォレスト・コミュニティ総合整備

統合補助事業 50億円

・統合準用河川改修事業 28億円

・美しいむらづくり総合整備事業

５億円

・地域用水環境整備統合補助事業

４億円

○ 非公共事業分野

・田園自然環境保全整備事業 10億円

・施設周辺整備統合補助事業 １億円

○ 公共＋非公共合計 10件 1,583億円

２． 税源移譲等

(１) 国と地方」の改革の目的が、地方分権

の推進及び国・地方を通じた行政のスリム化

であることに鑑みれば、補助金の廃止ととも

に事業が縮減され、地方に残らないものは、

税源移譲の検討対象とする必要はない（事業

が行われなくなる場合、補助金を削減しても

地方に財源不足が生じることはないので、税

源移譲を行う必要はない。）ことから、「基本

方針2003」においては、

① 補助金が廃止されても地方に事業が残る

ものを税源移譲の対象とし、

② また、税源移譲の検討対象事業について

も、個別事業の見直し・精査を行い、８割

程度を目安として税源移譲し、義務的な事

業についても徹底的な効率化を図った上で

その所要の全額を移譲する

こととされた。

このように、税源移譲は補助金改革の状況

を踏まえて実施することになっており、また、

その具体的内容については、各年度の税制改

正プロセスにおいて決定されることとなった。

＜経済財政運営と構造改革に関する

基本方針2003（抄）＞

Ⅱ．構造改革への具体的な取組み

６．「国と地方」の改革

(２）三位一体の改革の具体的な改革

工程

③ 税源移譲を含む税源配分の見直し

改革と展望」の期間中に、廃止す

る国庫補助負担金の対象事業の中で引

き続き地方が主体となって実施する必

要のあるものについては、税源移譲す

る。その際、税源移譲は基幹税の充実

を基本に行う。税源移譲に当たっては、

個別事業の見直し・精査を行い、補助

金の性格等を勘案しつつ８割程度を目

安として移譲し、義務的な事業につい

ては徹底的な効率化を図った上でその

所要の全額を移譲する。

(２) 16年度税制改正においては、予算編成過

程において地方への税源移譲額として確定し

た4,249億円について、16年度において具体

的にどのように税源移譲を実施すべきかにつ

いて議論が行われた。その結果、

・ 国と地方の改革を進めるに当たっては、

地域における施策について、住民の十分な

理解を得た上でこれに伴う負担を求めると

いうように、住民と向き合った行政の姿と

していくことが重要

・ 税源移譲を実施するに当たっても、住民
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と正面から向き合う性格を有し、かつ地方

において自主的な課税が行いやすい地方税

目の充実を図っていくことが望ましい

との観点も踏まえ、こうした要請に最も合致

していると考えられる個人住民税の充実を図

るべく、平成18年度までに所得税から個人住

民税への本格的な税源移譲を行うこととし、

それまでの間の暫定措置として平成16年度に

おいて所得譲与税を創設し、所得税収の一部

（4,249億円）を地方へ譲与することとされ

た。

＜「所得譲与税」の概要＞

・ 所得税の収入額のうち4,249億円を都

道府県及び市町村に譲与。

・ 都道府県に対して２分の１、市町村に

対して２分の１をそれぞれ譲与。

・ 譲与の基準は直近の国勢調査による都

道府県、市町村の人口。

・ 譲与時期は９月及び３月（それぞれ２

分の１）。

(３) また、義務教育費国庫負担金の退職手当

等に係る一般財源化に係る所要額については、

「税源移譲予定特例交付金」（将来までの税

源移譲までの暫定措置：2,309億円）により

暫定的な財源措置を講じることとしている。

＜「税源移譲予定特例交付金」の概要＞

・ 都道府県に、交付税の交付・不交付に

かかわらず、交付。

・ 交付総額は、義務教育職員の退職手当

等に関し、16年の改正法による改正法に

よる改正前の義務教育費国庫補助負担法

等を適用した場合に国が負担すべき額に

相当する額。

・ 各団体には、予算で定める税源移譲予

定特例交付金総額を、最近の国勢調査の

結果による各都道府県の人口で按分した

額を交付。

(４) 廃止・縮減された公共事業関係の補助金

（▲4,527億円）に対して、「まちづくり交付

金」（1,330億円）を創設しており、16年度の

補助金改革１兆313億円のうち、引き続き地

方が主体となって事業を実施するものについ

て、5,837億円の財源措置を行っている。

(なお、補助金改革と税源移譲等との関係に

ついては、別表３を参照。）

３． まとめ

補助金改革については、これまで、15年度に

「改革の芽出し」として5,625億円、16年度に

１兆313億円の改革を行い、これらを踏まえて

税源移譲を行うなど、着実に実績を上げてきて

いる。

今後とも、引き続き「基本方針2003」等を踏

まえて補助金改革を進めていくこととなるが、

その際、事務事業については、①「地方にでき

ることは地方で」との原則の下、権限とともに

責任も地方で果たしていくことを目指すととも

に、②国・地方ともに非常に厳しい状況の下で、

地方の自立を支える財政基盤の構築のため、

国・地方全体のスリム化も併せて推進していく

という三位一体の改革の基本理念に立ち返って、

真に地方の裁量性を拡大する観点に重点を置い

て、補助金改革を着実に進めて行くことが重要

であると考える。

また、「１兆円」の補助金改革を実施する一

方で、医療・介護・福祉等の社会保障関係経費

の大幅な増加等により、16年度の地方向け補助

金等の総額は、対前年度で若干増加（＋368億

円）している。これに鑑みれば、地方向け補助

金の57.5％を占める社会保障関係経費の補助金

の改革は、財政全体の姿のみならず、「国と地
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方」の改革の姿を描く上でも、不可避の課題で

ある。三位一体改革は、持続可能な社会保障制

度の構築という政策課題の実現との関係でも、

着実に進めていくことが肝要と考えられる。

さらに、税源移譲については、平成18年度ま

でに所得税から個人住民税への本格的な税源移

譲を行うこととし、それまでの間の暫定措置と

して、平成16年度において所得譲与税を創設す

ることとしており、今後、こうした方針の下、

補助金改革とあわせ、税源移譲を確実に実現し

ていくことが重要と考えている。

(参考) 地方交付税の改革

１．地方交付税の改革については、地方財政の

効率化を促し、地方の自立を促進する観点か

ら、地方歳出の徹底した見直しを行い、地方

の財政運営に配慮しつつ、総額を抑制した。

○ 地方交付税

・一般会計歳出ベース15．4兆円（対前年

度比 ▲1.0兆円 ▲6.1％）

・地方財政計画ベース16．9兆円（対前年

度比 ▲1.2兆円 ▲6.5％）

２．地方歳出については、給与関係経費（対前

年度比▲0.4兆円）、投資的経費（地方単独事

業）（対前年度比▲1.4兆円）等の歳出各項目

の見直しを行い、総額を抑制（対前年度比▲

1.5兆円）することにより、通常収支に係る

財源不足の規模を圧縮（対前年度比▲3.3兆

円）し、地方財政の健全化を図った。

なお、地方交付税改革等を含む地方財政

対策の詳細については、ファイナンス460

号（2004年３月）を参照されたい。

(別表３) 国庫補助負担金改革のイメージ（概数）
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